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在外公館文化事業＜和食＞

目的：近年の世界的な「和食ブーム」、我が国の伝統的食文化としてのユネスコ無形文化遺産登録を踏まえ、現地ニーズに応じた専門
家によるレクチャー・デモンストレーション等を通じて、我が国の食文化の魅力を効果的に発信。

期待される効果：これまで予算の制約により派遣できなかった本邦のトップレベルの専門家や近隣国の料理人等を、現地における日本
食の浸透度、食文化の洗練度等に応じて柔軟に派遣。
→和食を通じて、我が国の文化の魅力を効果的に発信することにより、良好な対日イメージを形成。

和食レクデモ
ASEAN

（令和2年2月）

●ASEAN事務局のダイニングホールに
おいて、ASEAN事務局及びASEAN各国政
府関係者を対象に、公邸料理人による「だ
し」をテーマとした和食レクデモを実施。
●現地メディアで多数報じられた他、本事
業に参加した日ASEAN食料・農業友好親
善大使のSNS関連サイトでは、約96,000
件のいいねを記録。
●ASEAN関係者の和食に対する理解・
関心を深めるとともに、ASEANにおける
日本のプレゼンスを強化。

和食セミナー
レバノン

（令和元年9月）

●現地政府関係者（レバノン文化大
臣等）、レストラン関係者等を対象
に、現地に派遣中の文化庁文化交流
使による和食レクデモを実施。
●現地レストラン協会等と共催する
ことにより、現地メディアで多数
報じられた他、SNS関連サイトでは、
1週間で約2,000件のリーチを記録。
●和食や日本文化に触れる機会が少
ないレバノンにおいて、新たな親日
層の開拓及び対日関心の向上に寄与。

和食レクデモ
仏（リヨン）

（令和元年10月）

●リヨン市庁舎及びポール・ボキューズ料
理学校において、日本を代表する料理研究
家・土井善晴氏による和食レクデモを実施。
●現地メディアで多数報じられた他、土井
氏が発信したツイッターでは、約800件の
リツイート及び約7,000件のいいねを記録。
●本事業に合わせてリヨン市長より、日本
が「リヨン国際美食館」の特別招待国に
決定し、「日本食月間」（2021年秋に
延期）が開催される旨を発表。仏における
和食ブーム及び食文化交流を促進。



国際交流基金事業

国際文化交流を担う専門機関として、外交政策を踏まえつつ、文化芸術交流、海外における日本語普及、日本研究・知的交流に資する事業を実施し、
対日理解を促進しつつ、国際社会における我が国の地位を向上させることを目指す。

組織概要・目的

文化芸術交流
舞台公演・美術展・日本映画上映会等の実施又は支援、人物交流、情報発信等
豊かで多様な日本の文化や芸術を様々な形で世界各地に向けて発信。文化芸術を通じて日本のこころを世界の人々に伝え、言葉を超えた共感の場
を創り出し、また、共に創造する喜びを分かち合って、人と人との交流を深める。

海外における日本語教育
日本語専門家の海外派遣、日本語教育機関等への助成、海外の日本語教師育成、日本語能力試験の実施、日本語教材の開発・制作等
より多くの人々に日本語を学ぶ機会が与えられるように、そして、日本語学習を長く継続できるように、日本語を学びやすく、教えやすいものとするため、
日本語教育の基盤や環境の整備を行う。また、各国・地域の政府や自治体、教育機関等と連携して、それぞれの教育環境、教育政策、学習者の目的
や関心に十分に対応した事業を実施。

日本研究・知的交流
海外日本研究者へのフェローシップ供与、高等教育・研究機関への助成、日本研究情報提供、人材育成支援
海外での日本研究を支援し、その振興を図ることで、世界の各国で人々により日本が深く理解されることを目指す。また、国際的な重要課題、共通の
関心事項について、日本と海外の人々の間で対話する機会を作ることで、日本の対外発信を強化すると共に、将来の対話や交流事業の中心的な役
割を担う人材を育てるための事業を推進。

事業分野
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コスタリカにおける日本語能力試験実施後の関係者 「日中知的交流強化事業」（言論界で強い影響力を有
しながら日本との関係が希薄な中国の知識人を招へ
い）

ケルン日本文化会館開館50周年記念 ドイツ・スイス能楽公演
（令和元年9月、ケルン・フィルハーモニー）



地方創生支援 飯倉公館活用対外発信事業

外務大臣と地方自治体の首長との共催で、駐日外交団等を飯倉公館に招き、地方の多様
な魅力を内外に発信する事業。

平成27年2月以来、21回実施。

平成27年 2月 3日 京都市
平成27年 3月12日 福島県
平成27年 7月23日 広島県・広島市
平成27年10月27日 三重県
平成27年11月12日 青森県
平成28年 2月 9日 香川県
平成28年 6月 1日 茨城県
平成28年11月10日 和歌山県

外務大臣及び岩手県知事共催レセプション
（令和２年２月７日）

外務省飯倉公館にて、「地方創生支援 飯倉公館活用対外
発信事業 外務大臣及び岩手県知事共催レセプション」が
開催され、駐日外交団、駐日外国商工会議所、観光関係
者他約２５０名が参加。
本レセプションでは、岩手県が東日本大震災被災から復興
への歩みの中で、ラグビーワールドカップの試合開催やホ
ストタウン交流といったグローバルで力強い取組を進めて
いることをアピールした。

また、同県の観光、食品、伝統的工芸品の魅力を紹介す
るとともに、さんさ踊りのパフォーマンスも行われ、岩手県
の多様な魅力をアピールした。

平成31年 2月19日 愛媛県
平成31年 3月25日 長崎県
令和元年 11月 8日 宮崎県
令和元年 12月11日 奈良県
令和 2年 2月 7日 岩手県
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平成29年 2月 1日 佐賀県
平成29年 3月23日 山口県
平成29年 7月 3日 福岡県
平成29年 8月 2日 岡山県
平成30年 2月19日 高知県
平成30年 3月23日 北海道
平成30年 12月 7日 福島県
平成31年 1月30日 鹿児島県



外国報道関係者招へい 令和２年１２月
外務省国際報道官室

●外国報道関係者を個別又はグループで日本に招
へいし，政治，経済，文化等の幅広い分野におけ
る最新の日本事情等に関する現地視察，インタ
ビュー，政府関係者によるブリーフィング等の取
材機会を提供。

●訪日取材に基づき，外国メディアが日本の状況
を正確に報道することによって，海外における正
しい対日理解の増進，ひいては日本に対する好感
度の向上を図る。

概要 近年の実績

●令和元年度実績
２８ヵ国から計４２名の記者を招へい。
計１５９本の記事が掲載された。（個別９名，グ
ループ７件３３名）

福島復興グループに参加したフィリピン記者（インクワイアラー紙）による
記事掲載例（「福島県の有名な桃を探す」２０２０年１月１１日付Ｃ６面）

●期間
原則本邦着・発日を含めて最長８泊９日。

●滞在プログラム
日本の政策広報上の重点課題や外交行事

等を踏まえ，視察先・インタビュー先等に
関する記者の具体的な要望を考慮して作成。
外務省から記者に対し，適当な取材先の提
案を行う場合もある。
●経費
招へいに要する航空費，本邦滞在費は外

務省が負担。日本滞在中は外務省手配の通
訳エスコートが同行。

中国記者グループによる米産地視察
（新潟県）



日本特集番組制作支援事業（概要） 令和２年１２月
外務省国際報道官室

●世論形成に影響力のある諸外国のテレビ局取材チームを
招へいし，日本事情について，有識者へのインタビュー，
主要都市・施設の視察など，取材の機会を提供する。

●諸外国において日本の対外政策，経済，社会などをテー
マとした日本特集番組を制作・発信させることを目的に実
施。

●訪日取材に基づいて制作されたテレビ番組を通じて，幅
広く，日本の状況を正確に伝えることにより，海外におけ
る正しい対日理解の増進，ひいては日本に対する好感度の
向上が期待される。

１．概要

●期間
本邦着・発日を含めて最大１０泊１１日。

●滞在プログラム

日本の広報上の課題や外交行事等を踏まえ，視察先・インタ
ビュー先等についてはテレビ局取材チームの具体的な要望に
沿って作成。外務省からテレビ局取材チームに対し，適当な取
材先の提案も適宜行う。

●経費

招へいに要する航空費（※） ，本邦滞在費は外務省が負担。
滞在プログラムには当省手配の制作現場責任者・通訳が同行。

※案件によっては航空費負担無し

２．接遇

３．近年の実績

宇和島市みかん農家取材（ＯＡ抜出画像）

シロウオ踊り食い取材風景 包丁職人（ＯＡ抜出画像）

●平成３０年度
メキシコから１チーム（アステカＴＶ）を招へい。
●令和元年度
ポーランドから１チーム（ＴＶＮ）を招へい。
例：日ポーランド国交樹立１００周年の機会を捉えて招へいした

ポーランド民放ＴＶＮの番組制作チームは，同国と所縁のある
愛媛県（松山市の中学生による「ロシア・ポーランド兵の眠る
墓地」の清掃自主活動等が行われている）にて，１００周年ド
キュメンタリー番組を撮影。その合間に，宇和島市のみかん農
家やシロウオ踊り食いを取材・収録。豊洲市場，寿司屋，包丁
職人の映像も交えて日本食紹介番組「Japan on the Plate」
（４５分）を放映（（延べ放送時間は７９５分）。
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